
資料２ 

政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100%以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100%未満   「未達成」 ：目標達成率 80%未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

  ・全１３指標中、目標達成・概ね達成をあわせ７指標（うち達成５指標、概ね達成２指標）、未達 

成：６指標となった。 

⇒市の取組みは全体として進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

２ 分析・考察 

・客観指標の未達成項目を中心に分析・考察を行い、課題を導出する。 

（１）防災対策の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「耐震補強が必要な橋梁の改善率」：96.4%（目標：87.8%）[達成] 

・「下水道管の耐震化率」：49.3%（目標：49.6%）[概ね達成] 

     目標未達成。ただし、首都圏政令市では最も高い。（図表１）。 

・「駅や公共施設等を結ぶ道路等の無電柱化率」 

：57.1%（目標：56.0%）[達成] 

 

【図表１】下水道管の耐震化率 

（H29年度、単位：%） 

さいたま市 9.8
横浜市 11.8
川崎市 44.0
相模原市 14.2
千葉市 49.3

（出典）下水道計画課調べ 

施策 Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

81 耐震補強が必要な橋梁の改善率 ％ 79.1 87.8 96.4 達成

82 下水道管の耐震化率 ％ 43.1 49.6 49.3 概ね達成

83 駅や公共施設等を結ぶ道路等の無電柱化率 ％ 54.2 56.0 57.1 達成

85 避難行動要支援者名簿の提供率 ％ 17.0 33.0 31.9 概ね達成

86 自主防災組織結成率 ％ 65.0 65.9 63.6 未達成

87 避難所運営委員会設置率 ％ 68.6 100.0 91.3 未達成

88 建物の延焼率 ％ 9.6 9.5 6.5 達成

89 心肺機能停止傷病者の救命率 ％ 11.6 15.1 13.0 未達成

90 交通事故死傷者数 人 3,863 3,569 3,733 未達成

91 放置自転車台数 台 1,400 1,300 1,300 達成

92 自転車による交通事故死傷者数 人 774 705 815 未達成

防犯対策の推進 93 刑法犯認知件数 件 12,321 10,900 9,532 達成

ちばし消費者応援団会員数（団体） 団体 17 113 92

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人） 人 - 129 85
未達成94
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「橋梁の耐震化」：27橋（目標：20橋）[達成] 

    ・「下水道管渠の耐震化工事」：28.9km（目標：49.2km）[達成] 

     工事延長のほか、既設管の調査により耐震性能を確認できた延長が 25.9kmあり、「耐震性を

有する管渠の延長」としては目標事業量を達成した。 

    ・「マンホールトイレの整備」：24か所増（目標：21か所増）[達成] 

 

（イ）考察 

    ・客観指標・計画事業ともに、目標を概ね達成した。引き続き、計画的に事業を推進する必要

がある。 

 

 

（２）防災体制の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「避難行動要支援者名簿の提供率」：31.9%（目標：33.0%）[概ね達成] 

・「自主防災組織結成率」：63.6%（目標：施策 65.9%）[未達成] 

 H26末値（65.0%）からの増を目標としたが、減少した。 

加入世帯数は 4,359世帯増（1.5%増）となったものの、分母となる全世帯数増加率が 3.7%増 

のため、結成率は H26末値を下回った。 

・「避難所運営委員会設置率」：91.3%（目標：100.0%）[未達成] 

 H26末値（68.6％）から大幅に増加したものの、目標は達成できず。 

 委員会設置に向けた人員の確保が難しい地区、在宅避難意識が高い地区での設立が進んでい

ない。 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「避難行動要支援者名簿の提供」：150団体増（目標：300団体増） 

  H26→H29で名簿掲載者数は 3,831人増加 

・「自主防災組織の結成」：32組織増（目標：150組織増） 

  H26→H29で新設 49組織・解散 17組織。 

・「避難所運営委員会の設立」：避難所 275か所のうち、残り 24か所（目標：全避難所設立） 

  H26→H29で新設 57か所。 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

③その他の状況 

    （行動指標） 

   ・この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容 

   町内会等の団体を通じた活動の割合が高い。（図表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・避難場所の確認や飲料等の備蓄など、災害への備えを行っている 

     市民の３割強が、災害に備えて取り組みを行っている。（図表３） 

 

 

 

 

 

（イ）考察 

・いずれも町内自治会等の地域団体が発災時に地域住民を守る仕組みだが、担い手となる地域

団体の中心人物の負担感の大きさが、事業推進の共通の支障となっていると考えられる。各

事業のメリットや活用方法をきめ細やかに周知することに加え、「自主防災組織の結成」にて

H30年度に開始した「防災リーダーの派遣」などにより、負担軽減を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

【図表２】この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容 

【図表３】避難場所の確認や飲料等の備蓄など、災害への備えを行っている 

(n = 1,008) 

(n = 3,398) 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

（３）消防・救急体制の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「建物の延焼率」：6.5%（目標：9.5%）[達成] 

・「心肺機能停止傷病者の救命率」：13.0%（目標：15.1%）[未達成] 

     H26末値（11.65）と比べ伸びたものの、目標は達成できず。 

全国平均と比べ低く、首都圏政令市では３位 

（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

     

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「救急情報共有システムの整備」：運用（目標：運用）[達成] 

    ・「救急救命士等の養成」：99人（目標：36人） [達成] 

    ・「救命講習会等の開催」：受講者数 40,871人（目標：28,000人）[達成] 

     人口あたりの救命講習受講者の年間普及率は、H28・H29と２年連続で政令市１位。 

    ・「応急手当普及協力事業所の認定」：549件（目標：526件）[達成] 

 

③その他の状況 

    ・「人口１万人あたり救急出動件数（574件）」  

H26年→H29年で 5.7%増加したが、全国の伸び率（6.7%）と同程度。首都圏政令市と比べ、

出動件数が多い（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 ・「人口１万人あたり救急病院病床数（57.1床）」 

首都圏政令市（33.8 床～40.3 床）と比べ、病床数が多く、東京都区部（59.0 床）に肉薄

（図表５）。 

さいたま市 18.3
横浜市 12.5
川崎市 11.2
相模原市 13.4
政令市平均 16.2
全国平均 13.5
千葉市 13.0

【図表４】 
心原性かつ一般市民による目撃のあった症例の１か月後の生存率（H29年度、%） 

（出典）千葉市消防局調べ。 

※全国平均のみH29年値（H30年消防白書） 

【図表５】人口１万人あたり救急出動件数・救急病院病床数 

（出典）大都市比較統計年表 H29年をもとに千葉市作成。 

出動件数 救急病院病床数

さいたま市 521.2 40.3

東京都区部 609.9 59.0

川崎市 461.0 43.5

横浜市 518.1 37.3

相模原市 496.7 33.8

千葉市 574.0 57.1
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

    ・「病院収容所要時間（44.6分）」 

      全国平均（39.3分）と比べ長い。 

    ・「傷病程度別の搬送人員割合（軽症者：55.6%）」 

      軽症者の割合が、全国（48.6%）や大都市（52.5%）と比べ高い（図表６）。 

 

 

 

 

 

 

また、「救急車を呼ぶべきか呼ばないべきかの判断に迷った場合の参考となる情報を知ら

なかった」と答えた人が 77.4%であった。（出典：2019年度第 1回千葉市 WEBアンケート） 

・「応急手当実施率（37.7%）」 

H24年以降減少傾向。28年にいったん増加するも、H29年に再び減少。 

全国（49.9%）と比べ低い（図表７）。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）考察 

    ・計画事業量は全て目標を達成した。一方で、人口当たり救急病床数が他政令市と比して多い

状況にもかかわらず、出動件数・現着時間・病院収容時間などの状況は全国及び首都圏政令

市と比して劣位にある。その要因の 1つとして軽症者の利用割合が高いことが考えられるこ

とから、救急車の適正利用に関する施策を充実していく必要がある。 

    ・また、人口あたりの救命講習受講者の年間普及率は政令市１位にもかかわらず、応急手当実

施率が低く、減少傾向にある。 

応急手当の有無により、救命率に差（有：16.4%、無：9.4%）が生じる（出典：H30年救急・

救助の現況）ことから、救命率向上のために、応急手当実施率向上に取り組む必要がある。 

 

 

  

【図表６】H29年 傷病程度別の搬送人員割合（%） 

（出典）救急救助の現況（消防庁）、救急統計（千葉市消防局） 

※大都市…政令市及び東京都区部 

【図表７】応急手当実施率（%） 

（出典）救急救助の現況（消防庁）、救急統計（千葉市消防局） 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

（４）交通安全の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「交通事故死傷者数」：3,733人（目標：3,569人）[未達成] 

 H26末値（3,863人）と比べ減少したが目標達成に至らず。 

千葉市も H28年まで減少したが、H29年の子どもの事故の増加等が要因（図表８）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「放置自転車台数」：1,300台（目標：1,300台）[達成] 

・「自転車による交通事故死傷者数」：815人(目標：705人) [未達成] 

H26年末値（774人）からの減少を目標としたが、増加。 

人口 10万人あたりでは、首都圏政令市中最多。（図表９） 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「交差点の改良」：供用開始 3か所（目標：供用開始 7か所） 

    ・「通学路の安全対策」：37校（3巡目）実施（目標：３巡目着手）[達成] 

    ・「自転車レーン等の整備」：14.6km（目標：23.8km） 

    ・「交通安全教室（中学校・高校対象）」：年 3回（目標：年 3回）[達成] 

【図表８】千葉市交通事故死傷者数 

（出典）千葉市警察部 

【図表９】人口 10万人あたり交通事故死傷者数（H29年） 

うち自転車
さいたま市 376.6 17.8
東京都区部 260.2 20.4
川崎市 287.1 19.6
横浜市 327.8 11.4
相模原市 443.8 27.6
船橋市 317.6 79.8
市原市 359.6 -
四街道市 402.4 -
千葉県 828.3 158.4
千葉市 382.8 83.6

全体

（出典）大都市比較統計年表及び 

各都市統計書をもとに千葉市作成。 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

    

 （計画外事業） 

 ・「交通安全教室（未就学児・小学生・高齢者等対象）」：220回開催・21千人参加（H29年度） 

    ・「自転車安全利用講習会」：16回開催（H29年度） 

・「自転車によるまちづくりの推進」：基本方針策定、条例制定 

「千葉市自転車を活用したまちづくり条例（Ｈ29年 7月 1日施行）」に基づき、自転車走

行環境の整備、駐輪場の管理運営、自転車マナーアップキャンペーンなど自転車の安全利用

に向けた周知・啓発活動等を行っている。 

 

③その他の状況 

・「人口 10万人あたり交通事故死傷者数」 

首都圏政令市中、相模原市に次いで高い（図表９）。 

    ・「人口 10万人あたり年代別交通事故死傷者数」 

年代別では、若年世代の交通死傷者割合が高く、増加傾向にある（図表１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

・「全国の年齢層別交通事故死傷者数」 

H16年をピークに減少するとともに、全ての年代で死傷者数は減少傾向にある（図表１１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１１】全国の年齢層別交通事故死傷者数（出典：H26年、H27年、H30年交通白書） 

【図表１０】人口 10万人あたり年代別交通事故死傷者数 

（出典）千葉市警察部 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

・４－３「市内の道路は移動がしやすい」より 

「自転車が交通ルールを守っていない」：否定的回答割合 41.1%～51.4% 

     「自転車レーンなどの走行空間がある」：否定的回答割合 57.0% 

 

（イ）考察 

・本市の人口 10 万人あたりの交通事故死傷者数は多く、特に若年世代は全国の傾向と異なり

増加した。このことから、若年世代の交通事故抑制が重要であり、幼少期からの継続的な交

通安全教育の充実が必要である。 

・H29に制定した「自転車を活用したまちづくり条例」に基づき自転車の安全利用に係る周知・

啓発活動を実施しているものの、自転車による交通事故死者数の割合の高さ・自転車の交通

ルール順守に対する否定的回答割合の高さなどを踏まえ、自転車の安全利用の普及・浸透に

向けた更なる取組みが必要である。 

 

（５）防犯対策の推進、消費生活の安定・向上 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「刑法犯認知件数」：9,532件（目標：10,900件）[達成] 

  H26末値（12,321件）からの減少を目標とし、目標値を大きく上回って達成。 

  中でも、窃盗犯の件数が H26：9,376件、H29:7,148件で 2,228件減少しており、刑法犯認知   

件数の減少に寄与している。 

・「ちばし消費者応援団会員数」[未達成] 

団体：92団体(目標：113団体)、個人：85人(目標：129人) 

消費生活センター主催講座参加者数の減等の影響により、目標達成に至らず。 

 

②関連する事業 

   （計画事業） 

・「地域防犯ネットワークの促進（防犯への協力に関する覚書締結）」：6団体増[達成] 

   ・「防犯街灯の LED化」：完了[達成] 

   ・「学校防犯カメラシステムの設置」：9校増[達成] 

・「ちばし消費者応援団の普及啓発（ステッカー配布等）」：92団体（目標：140団体） 

（計画外事業） 

   ・「防犯パトロール隊支援物品配布」：H29年度 720団体 

・「防犯カメラ設置補助金」：H29年度 30台増 

   ・「第 3次千葉市消費生活基本計画」（H28年度策定）に基づき、講座開催・情報紙等の発行・相

談による消費者被害の救済等を実施。 
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

 

③その他の状況 

   ・地域防犯の核となる「防犯パトロール隊」団体数は横ばい（図表１２）。 

     

 

 

 

 

   ・千葉市の治安はよいと感じる人の割合は、72.3%。（図表１３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・「消費生活相談の年度別件数」は増加傾向にあり、６０歳以上の相談件数は３割を超えている

（図表１４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・消費者事故等のうち「危害・危険に関する相談件数」は横ばい（図表１５） 

 なお、全国の消費者事故件数は減少傾向にある。（出典：H30消費者白書） 

（出典）第３次千葉市消費生活基本計画、消費者概要 

【図表１２】防犯パトロール隊団体数推移 

【図表１４】千葉市の消費生活相談の年度別件数 

（出典）地域安全課調べ 

【図表１３】千葉市の治安はよいと感じる人の割合（ｎ＝224） 

（出典）第４次千葉市地域防犯計画 

H25 H26 H27 H28 H29

710団体 718団体 725団体 723団体 720団体
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政策評価シート    ４－１ 市民の安全・安心を守る 

 

 

 

 

 

 （行動指標） 

   ・市民アンケート（この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容） 

   町内会等の団体を通じた活動の割合が高い（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）考察 

・防犯対策について、客観指標・計画事業ともに目標を達成した。引き続き、継続的に事業を

推進する必要がある。 

    ・消費者事故等の発生件数は減少傾向の全国と異なり横ばいであるとともに、消費生活相談件 

数は増加傾向にあることから、事件・事故の抑制に向け取り組みが必要。 

【図表１５】千葉市消費生活センター 危害・危険に関する相談件数 

（出典）消費生活センター調べ 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

【図表 16】この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容（ｎ＝1,008）） 
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政策評価シート    ４－２ 快適な暮らしの基盤をつくる 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

 ・全６指標中、目標達成・概ね達成あわせ４指標（うち達成３、概ね達成１）未達成２指標となった。 

  ⇒市の取組みは、全体として進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

２ 分析・考察 

・客観指標の未達成項目を中心に分析・考察を行い、課題を導出する。 

（１）計画的な土地利用の推進、良好な都市景観の形成 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「市街化区域のうち公共交通の利便性が高い区域に居住する人口の割合」 

：77.5%（目標：78.0%） [概ね達成] 

・「地区計画の策定数」：57地区（目標：57地区）[達成] 

・「良好な景観形成の推進を図る地区数」：1地区（目標：3地区）[未達成] 

景観形成地区の指定については、協議中の２地区（中央公園プロムナード沿道地区、幕張ベ

イタウン地区）において計画期間内での地区指定に至らなかった。また、広告物景観形成地

区の指定については、Ｈ２７に制度を創設し、第１号の指定に向けて現在１地区（幕張新都

心中心地区）で協議中（図表１）。いずれも、地区内における利害関係者間の調整に時間を要

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策 Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

96
市街化区域のうち公共交通の利便性が高い区

域に居住する人口の割合
％ 75.0 78.0 77.5 概ね達成

97 地区計画の策定数 地区 49 57 57 達成

良好な都市景観の形成 98 良好な景観形成の推進を図る地区数 地区 1 3 1 未達成

101 耐震性のある住宅の割合 ％ 85.9 90.0 86.8 未達成

102 下水道処理人口普及率 ％ 97.2 97.3 97.3 達成

103
長寿命化修繕計画に位置付けられる橋梁補修

の実施の割合
％ 37.0 56.0 57.6 達成

計画的な土地利用
の推進

住宅・住環境の充実

生活基盤の充実

【図表１】 良好な景観の形成を図る地区数 

（出典）都市計画課調べ 

・中央公園プロムナード沿道地区 

・幕張ベイタウン地区 

・幕張新都心若葉住宅地区 

・幕張新都心中心地区 
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政策評価シート    ４－２ 快適な暮らしの基盤をつくる 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「都市計画マスタープラン策定」：策定（目標：策定）[達成] 

・「公開講座の開催」：9回（目標：12 回） 

・「まちづくりアドバイザー派遣」：57回（目標：45 回）[達成] 

・「活動支援」：3回（目標：4 団体） 

・「景観形成推進地区の指定」：1地区（目標：2 地区） 

 

（イ）考察 

    ・まちづくりへの市民の参画という観点で、地区計画策定では目標達成、景観形成推進地区等

の指定では未達成となった。いずれも対象地区内の合意形成に時間を要するため、実施計画

期間を超えたスケジュールを視野に、進捗状況を見ていくことが必要。 

 

（２）住宅・住環境の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「耐震性のある住宅の割合」：86.8％(目標：90.0％) [未達成] 

 

②関連する事業 

   （計画事業） 

〇「耐震診断・耐震改修の助成」 

・耐震診断  木造住宅：538戸（目標：616 戸） 

分譲マンション：1,060戸（目標：823 戸）[達成] 

・耐震改修  木造住宅：361戸（目標：422 戸） 

分譲マンション：設計 257戸、工事 123戸（目標：設計 319 戸、工事 156 戸） 

木造戸建住宅の申請件数が減少傾向にある（耐震診断 H27：20 件、    

H28：14件、H29：8件）。また分譲マンションについては、耐震診断のみ目標

を達成し、改修については未達成となっている。 

 

   （関連計画事業として） 

〇「市営住宅の整備（市営住宅の建替え）」 

・桜木町団地：完了（目標：完了）[達成] 

・宮野木町第２団地：完了（目標：完了）[達成] 

・小倉台団地 ：建築・設備工事（目標：建築・設備工事）[達成] 

・園生町第２団地：-（目標：実施設計） 

 長寿命化・再整備計画の見直しと併せて、園生町第２団地の着手を先送りとした。 
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政策評価シート    ４－２ 快適な暮らしの基盤をつくる 

 

 

〇「地域再生支援」 

・マンション管理組合等への助成：計画策定 0件（目標：第１期工事 1 件） 

補助対象として想定していた管理組合が、本支援制度を活用しないで建替えを実施できる

見通しとなったため。 

〇「高齢者等への住居支援」 

・サービス付き高齢者向け住宅供給の促進：52件（目標：52 件）［達成］ 

 

③その他の状況 

近隣都市と比較して、Ｓ５５年以前の旧耐震基準の下で建築された住宅の割合が高い（図

表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・H27 年度に分譲マンション管理組合アンケートを実施した結果、耐震診断・耐震改修助成事

業を知っていたのは約４割にとどまった。（図表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３】 耐震診断・改修助成認知度 

（出典）住宅政策課資料調べ 

【図表２】 耐震化率の割合 

（出典）住宅政策課調べ 
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政策評価シート    ４－２ 快適な暮らしの基盤をつくる 

 

 

（イ）考察 

・耐震診断・耐震改修助成について、マンションの耐震診断のみが目標を達成した。マンショ

ンの耐震改修には住民の合意形成に時間を要することが背景にあると考えられる。また、助

成事業の認知度が約４割程度であることも影響していると考えられる。 

・あわせて、木造戸建住宅の耐震診断助成件数が減少傾向にあり、築年数の経過に伴う居住者

の高齢化などが背景として考えられる。 

・より利用しやすい助成制度に向けた検討が必要。 

 

（３）生活基盤の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「下水道処理人口普及率」：97.3％(目標：97.3％)[達成] 

・「長寿命化修繕計画に位置付けられる橋梁補修の実施の割合」：57.6％(目標：56.0％)[達成] 

②関連する事業 

  （計画事業） 

〇「汚水管渠の整備」 

・汚水管渠の整備 ：整備面積（累計）12,281 ha（目標：12,282ha） 

〇「老朽化下水道施設の改築・更新」 

・管渠：37.1km（目標：32.7km）[達成] 

・処理場（機械・電気設備）：2か所（目標：2 か所）[達成] 

・ポンプ場（機械・電気設備）：12か所（目標：10 か所）[達成] 

〇「下水道施設の適正な維持管理（施設の点検・補修）」 

・カメラ調査・点検：328km（目標：600km） 

計画策定時よりカメラ調査の必要箇所が増大し、巡視点検の延長が減ったことによる。 

・人孔蓋更新：449か所（目標：420 か所）[達成] 

・草野水のみち護岸改良：240m（目標：450m） 

浸水対策事業を優先としたことによる。 

〇「下水道施設の耐震化」 

・管渠の耐震化：54.8km（目標：49.2km）[達成] 

・処理場の耐震化：58か所（目標：2 か所）[達成] 

・ポンプ場の耐震化 ：工事 3か所（目標：1 か所(減災工事)）[達成] 

〇「道路施設の長寿命化」 

・橋梁の補修：194（目標：200 橋） 

・横断歩道橋の補修：26橋（目標：33 橋） 

〇「橋梁の耐震化」 

・耐震補強：134橋（目標：127 橋）[達成] 
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政策評価シート    ４－２ 快適な暮らしの基盤をつくる 

 

 

（イ）考察 

・生活環境の質の向上に向けて、道路や上下水道等の都市インフラ整備・維持管理を計画的に

推進した。引き続き、予防型保全による長寿命化やライフサイクルコストの低減を図ること

が必要。 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

  ・全７指標中、目標達成・概ね達成をあわせ７指標（うち達成６指標、概ね達成１指標）となった。 

⇒市の取組みは、順調に進捗した。 

 

 

≪公共交通≫  ２指標中、目標達成：２指標（No104、106） 

≪移動環境≫  ２指標中、目標達成：１指標 (No105)、概ね達成：１指標(No107)  

≪Ｉ Ｃ Ｔ≫  ３指標中、目標達成：３指標 (No108-110) 

 

（２）市民アンケート（公共交通・移動環境のみ） 

ア 全体傾向 

≪公共交通≫ 

・市民の過半数が肯定的に評価した。 

 

 

 

 

 

≪移動環境≫ 

・市民の６割弱が否定的に評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

⇒市民からは、市の取組みに対し、評価が分かれた。 

 

 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

104 公共交通機関の乗車数 千人 743 777 779 達成

105 都市計画道路の整備率 ％ 71.8 75.1 75.2 達成

106 鉄道駅のバリアフリー化率 ％ 68.4 86.8 86.8 達成

107
駅や公共施設等を結ぶ道路等のバリアフリー

化率
％ 79.0 88.0 87.1 概ね達成

108 庁内情報システム最適化によるコスト削減 百万円 138 185 281 達成

109 電子申請サービスの手続数 手続 296 550 636 達成

110 オープンデータ活用事例数 件 8 16 16 達成
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

イ 肯定／否定と感じた理由 

≪公共交通≫ 

主な項目 

  ○＋：【JR】運行本数、自宅と駅までの距離 【バス】自宅とバス停までの距離 

  ○－：【バス】運行本数、運行情報や利用に関する情報 

 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

≪移動環境≫ 

主な項目 

  ○＋：無し  

  ○－：【歩行環境】歩道の広さ、段差が少ない 【自動車】道幅が広い 【自転車】自転車レー 

ンなどの走行空間 

※「自転車が交通ルールを守っている」はすべてにおいて否定回答となった。 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

２ 分析・考察 

・市民アンケートで肯定／否定の選択の理由として挙げられた主な項目について、関連する指標、 

事業及びその他の状況等を踏まえ、総合的に分析・考察する。 

≪公共交通≫ 

（１）ＪＲ 

 ア 運行本数 

（ア）市民アンケート結果 

・肯定的に評価された（選択割合：肯定 65.8％、否定 36.2%）。 

・京成、モノレールも肯定的回答の選択割合が高いが、肯定的回答割合と否定的回答割合の開き

はＪＲが最も大きいことから、他の市内鉄軌道に比べ肯定的に評価されたと考えられる。 

（京成：肯定 26.9%、否定 22.1%  モノレール：肯定 19.8%、否定 11.5%） 

・居住区別でみると、最も肯定的回答割合が高いのは稲毛区（肯定 79.4%、否定 25.1%）、次に花

見川区（肯定 69.1%、否定 20.7%）であった。 

一方、否定的回答割合が肯定を上回ったのは緑区（否定 57.1%、肯定 47.3%）のみであった。 

・なお、ＪＲは「他路線または他交通機関との乗り換え」についても、鉄軌道で唯一、肯定的回

答割合が高い（肯定 43.0%、否定 30.3%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・千葉市内の公共交通機関（ＪＲ、京成、モノレール）の１日平均乗車数合計：779千人 

（目標：777千人）[達成] 

公共交通機関全体で H26比 105.7％。 

ＪＲ（104.0%）、京成（108.1%）、モノレール（109.5%）、バス（105.2%）ともに増加。 

    ＪＲ千葉駅リニューアル・モノレール連絡通路開通に伴う千葉駅（ＪＲ・京成・モノレール） 

の利便性向上及び幕張メッセの来場者増に伴う海浜幕張駅の利用者増加などが主な要因。 

②関連する事業 

（計画事業） 

・「ＪＲ京葉線・りんかい線の相互直通運転の促進」：鉄道事業者と調整中（目標：試行運転） 

継続的にＪＲ及び国に要望活動を行っているものの、運賃収受等の課題があり、目標達成でき

ず。「千葉県 JR線複線化等促進期成同盟」により、他自治体とともにＪＲの利便性向上に向け

た要望活動を継続的に行っており、京葉線・武蔵野線等の増発など、改善に至った項目もある。 

（関連事業として） 

・「ＪＲ千葉駅建替えの促進」：モノレール駅連絡通路・北部階段・接続デッキ供用開始 

（目標：供用開始） 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

（ウ）考察 

・ＪＲの運行本数について、総武・横須賀線沿線エリアを中心に、市民は肯定的に評価している。

ＪＲの利便性向上に向けた継続的な要望活動により、市内運行路線の増発などが市民の肯定的

評価の一要素としてつながったと考えられる。 

・なお、ＪＲ千葉駅リニューアルやモノレール連絡通路開通による利便性向上が、ＪＲが市民か

ら肯定的に評価されている要因であると考えられる。 

  

イ 自宅と駅までの距離 

（ア）市民アンケート結果 

・「自宅と駅までの距離」について、肯定的に評価された（選択割合：肯定 44.8％、否定 42.0%）。 

ただし、否定的回答の理由としての選択割合も高く、不満もあると考えられる。 

・一方、京成、モノレールでは、否定的に評価された。 

 （京成：否定 28.8%、肯定 20.6%  モノレール：否定 24.2%、肯定 14.7%） 

   

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

（関連指標として） 

４－２「市街化区域のうち公共交通の利便性が高い区域に居住する人口の割合」：77.5％（目

標：78％）。 H26末からは増加（70％）しており、目標値を概ね達成。 

 

②関連する事業 

（関連事業として） 

４－２「都市計画マスタープラン」：策定（目標：策定） 

新基本計画（H23 年 6 月策定）を受け、都市計画マスタープランとして初めて長期的な集約型

都市構造への転換を位置づけた。 

 

（ウ）考察 

・自宅と駅までの距離について、ＪＲは、他鉄軌道より肯定的に評価された。ＪＲは駅周辺の住

宅開発が活発であり、沿線住民が多いことから駅利用者数が多く、バス運行本数も多いため、

他鉄軌道の各駅に比べアクセス性で優位性があると考えられる。 

・一方で、否定的回答の選択割合が 42%に達している。不満の理由は明らかではないものの、駅

周辺から離れたエリアからバス等を利用してアクセスする市民が否定的実感を抱いている可

能性がある。 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

（２）バス 

ア 運行本数 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された（選択割合：否定 51.9％、肯定 43.1%）。 

 ただし、肯定的回答の理由としての選択割合も高い。 

・居住区別でみると、最も否定的回答割合が高いのは、花見川区（否定 60.5%、肯定 43.4%）、

次に緑区（否定 60.0%、肯定 27.9%）であった。最も肯定的回答割合が高いのは、稲毛区（肯

定 53.1%、否定 35.2%）、次に美浜区（肯定 46.6％、否定 42.6%）であった。 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①その他の状況 

・市内バス路線の運行本数状況を見ると、特に外房線沿線の住宅団地や市街化区域内について

運行間隔が２０分以上となっている場所が存在する（図表１）。こうしたことが、居住区別

で見たときの否定的な回答要因となっている可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）考察 

    ・バス交通の利便性については、居住地に近い路線の運行状況（本数や行先、運行時間帯等）

が実感に強い影響を与えると考えられることから、自宅近くの路線の運行間隔によって、市

民の実感が否定／肯定に分かれたと考えられる。 

    ・バスのサービスレベル向上のためには利用者のニーズに合った運行状況の確保が重要である。 

 

【図表１】市内バス運行本数 

(出典)交通政策課作成資料 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

イ 自宅とバス停までの距離 

（ア）市民アンケート結果 

・肯定的に評価された（選択割合：肯定 49.4％、否定 14.7%）。 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

（関連指標として） 

４－２「市街化区域のうち公共交通の利便性が高い区域に居住する人口の割合」：77.5％  

（目標：78％）。 H26末からは増加（70％）しており、目標値を概ね達成。 

 

②その他の状況 

・バス系統数は、H26以降、減少しており、H21の水準に近づきつつある（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）考察 

・バスの系統数については減少傾向にあるものの、バス停の近接性については肯定的に評価され

ており、自宅からバス停までの位置や距離感が、市民の肯定的実感につながったものと考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２】１日あたりバス系統数（各年度末時点） 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

ウ 運行情報や利用方法に関する情報 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された（選択割合：否定 24.2％、肯定 6.1%）。 

・ＪＲ・京成・モノレールについても、否定的回答割合が肯定的回答割合を上回ったが、否定的回

答の選択割合、否定的回答割合と肯定的回答割合の開きともに、バスが最も大きい。 

（ＪＲ：否定 16.6%、肯定 12.7% 京成：否定 10.2%、肯定 5.0% モノ：否定 9.2%、肯定 4.4%） 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する事業 

  （計画事業） 

・「バスロケーションシステム導入助成」：２社（目標：３社） 

バス事業者との調整に期間を要したため、目標達成に至らず。 

（ウ）考察 

・バスロケーションシステムは、バスの位置情報を収集することにより、バスの定時運行の調整や

利用者への情報提供に役立てることができるが、バスロケーションシステムを導入したバス事業

者は１０社中２社にとどまっていることから、市民の実感につながっていないと考えられる。 

・バスロケーションシステムの導入については、今後の整備方針等についてバス事業者との調整を

進めるとともに、支援措置を継続することが必要。 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

≪移動環境≫ 

（１）歩行環境 

ア 歩道の広さ 

イ 段差が少ない 

（ア）市民アンケート結果 

・いずれも否定的に評価された。 

（選択割合：【歩道…】否定 61.4％、肯定 46.2% 【段差…】否定 41.4%、肯定 21.6%） 

ただし、「歩道の広さ」については肯定的回答の選択割合も高い。 

 居住区別にみると、「歩道の広さ」について肯定的回答となったのは、美浜区（肯定：65.4%、   

否定 44.7%）のみであった。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

  ・「鉄道駅のバリアフリー化率」：86.8%（目標：86.8%）[達成] 

  ・「駅や公共施設等を結ぶ道路等のバリアフリー化率」：87.1%（目標：88.0%）[概ね達成] 

   オリンピック・パラリンピック競技会場周辺のバリアフリー化や通学路等における交通安全対策

を優先した結果、目標値には満たなかったものの、概ね目標を達成した。 

②関連する事業 

 （計画事業） 

・「歩道の整備」：調査設計３路線、用地取得３路線、整備１路線 

（目標：調査設計４路線、用地取得３路線、整備２路線） 

地権者との用地交渉に日時を要し、一部路線で供用開始に至らなかった。 

・「狭あい道路の拡幅」：1.62 km（目標：1.5 km）[達成] 

・「歩道の段差解消」：100か所（目標：193か所） 

・「視覚障害者誘導用ブロック」：8.8km（目標：54.7km） 

オリンピック・パラリンピック競技会場周辺の道路のバリアフリー化及び、警察・学校・道路管

理者等による合同点検結果などに対応する交通安全対策（車止めポールやガードレール整備等）

を優先的に実施したため、目標達成には至らなかった。 

 

（ウ）考察 

・歩道の広さ、段差ともに否定的に評価された。特に歩道の段差については、オリンピック・パラ

リンピック競技会場周辺の道路のバリアフリー化や優先的に実施するべき交通安全対策により、

計画事業が目標の 50%に到達しなかったことなどが、市民の否定的実感につながったと考えられ

る。一方、バリアフリー化については、鉄道駅や、駅と公共施設等を結ぶ主要ルートに加え、オ

リンピック・パラリンピック競技会場周辺についても進めてきたところであり、全体としては否

定的評価となったものの、肯定的回答の選択割合の高さにつながったと考えられる。 

・的確な優先順位づけのもとで、計画的に歩行環境の改善を図ることが必要。 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

ウ 自転車が交通ルールを守っている 

（ア）市民アンケート結果 

 ・「歩行環境」「自動車の走行環境」「自転車の走行環境」のいずれにおいても否定的に評価さ 

れた。 

選択割合 「歩行」：否定 51.4%、肯定 5.1% 「自動車…」：否定 40.6%、肯定 4.7%  

「自転車…」：否定 41.1%、肯定 5.0% 

・歩行者のみならず、自動車・自転車の運転者それぞれの視点からも「自転車が交通ルールを守っ

ていない」と評価されている。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する事業 

 （計画事業） 

・「交通安全教室の実施」：３回／年（目標：３回／年）[達成] 

 市内の中高生を対象に、スケアード・ストレイト教育法を取り入れた交通安全教室を実施 

・「自転車レーン等の整備」：14.6km（目標：23.8km） 

・「自転車によるまちづくりの推進」：基本方針、条例制定 （目標：基本方針、条例制定） 

「千葉市自転車を活用したまちづくり条例（Ｈ29.7.1施行）」により、自転車を活用したまちづ 

くりを「活用と利用促進」、「利用環境の整備」及び「交通安全の確保等」の３点から定めるとと 

もに、同条例に基づき、駐輪場の管理・運営や自転車走行環境の整備とあわせ、自転車マナーア 

ップキャンペーンなど自転車の安全利用に向けた周知・啓発活動等を行っている。 

 

（ウ）考察 

・H29 に制定した「自転車を活用したまちづくり条例」に基づき、市民等へ自転車の安全利用に係

る周知・啓発を実施しているものの、目に見える行動を変容させるまでには至っていないことや、

自転車走行環境整備は長期計画の初期段階であるため、現状で整備されていない地域が多くある

ことなどが、市民の強い否定的実感につながったものと考えられる。 

・対象年齢の拡大等、自転車の安全利用の普及・浸透に向けた一層の取組みが必要。 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

（２）自動車の走行環境 

 ア 道幅が広い 

（ア）市民アンケート結果 

 ・否定的に評価された。（選択割合：否定 48.3％、肯定 35.8%） 

ただし、肯定的回答の選択割合も高い。 

（参考） 

・「渋滞が少ない」は否定的に評価された（選択割合：否定 39.1％、肯定 23.5%）。 

・「道路の維持管理」は肯定的に評価された（選択割合：肯定 35.0％、否定 6.7%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

  ・「都市計画道路の整備率」：75.2%（目標：75.1%）[達成] 

    計画的な道路整備により H26末値より 3.4ポイント増とし、目標を達成。 

    首都圏政令市と比較して高い水準。 

    （横浜市 63.1%、川崎市 70.9%、相模原市 76.4%、さいたま市 52.5%） 

②関連する事業 

 （計画事業） 

計画事業２５事業：目標達成７事業、概ね達成３事業、未達成１５事業 

   第２次実施計画期間中に供用開始したものとして、 

・「広域道路ネットワークの整備」…国道 357 号湾岸千葉地区改良、主要地方道浜野四街道長沼

線（大井戸工区）、主要地方道千葉鎌ヶ谷松戸線整備 など 

   ・「都市内幹線道路ネットワークの整備」…都市計画道路大膳野町誉田町線 など  

   ・「ボトルネックの改善」…交差点の改良（供用開始３か所）  

   ・なお、社会情勢の変化等を踏まえた都市計画とするため、都市計画道路の長期未整備路線３路 

線について、見直しを行った。 

③その他の状況 

・現状でも、国道１２６号・３５７号、県道千葉大網線・浜野四街道長沼線などの主要幹線道路

や穴川インター交差点、登戸交差点などを中心に混雑している箇所が存在している。（図表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)道路計画課作成資料 

【図表３】主要幹線道路混雑道路 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

（ウ）考察 

・本市では、円滑な道路ネットワークの構築に向けた道路整備やボトルネックの解消、拡幅等に

取り組み、交通環境の改善を図ってきた。しかしながら、新規整備路線をはじめとして、供用

開始に伴う効果発現には時間を要することや、市全体では主要幹線道路を中心にいまだ混雑・

渋滞が発生しており、これらのことから、市民の否定的な評価につながったと考えられる。 

・今後の道路整備にあたっては、社会情勢を踏まえて、より一層計画的かつ効率的に取り組むこ

とが必要 

・一方、道路が常に安全に安心して通行できるよう、継続的に舗装や側溝の新設・改良を行って

いることなどが、道路の維持管理に係る肯定的な評価につながっていると考えられる。 

 

（３）自転車の走行環境 

ア 自転車レーンなどの走行空間がある 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された。（選択割合：否定 41.1％、肯定 5.0%） 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する事業 

 （計画事業） 

・「自転車レーン等の整備」：14.6km（目標：23.8km） 

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（国交省）」の改定（Ｈ28年 5月）に伴い、

自転車レーン等の幅員が 1.5m に変更となったことによる作業量増のため、目標事業量の達成

に至らなかった。 

②その他の状況 

・本市の自転車交通事故死傷者数及び割合は、H27以降増加傾向にある（図表４）。 

・自転車走行環境整備の前後で自転車の走行位置・走行方向について、ルールを順守する方向で

の変化が見られる（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５】自転車走行環境整備前後における変化   

（出典）自転車政策課調査（Ｈ22-26整備完了した７路線平均）   

【図表４】自転車交通事故死傷者数と割合の推移 

（出典）千葉県警察本部交通部交通総務課 
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政策評価シート    ４－３ ひと・モノ・情報がつながる基盤をつくる 

 

 

（ウ）考察 

・自転車レーンについては、計画的整備を進めているものの、国のガイドライン改定への対応

などにより目標に達しなかったことを含め、自転車走行環境整備は長期計画の初期段階であ

るため、現状で整備されていない地域が多くあることが、市民の否定的実感につながったと

考えられる。 

・自転車走行環境の整備により、好ましい行動変容が見られることから、自転車交通事故によ

る死傷者数抑制のためにも、引き続き走行環境整備を進めることが必要。 
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